
 

法政大学大学院学則（案） 

規定第２号 

  

一部改正 昭和30年 4月 1日 昭和31年 4月 1日 昭和33年 4月 1日 

昭和39年 4月 1日 昭和40年 4月 1日 昭和41年 4月 1日 

昭和42年 4月 1日 昭和43年 4月 1日 昭和46年 4月 1日 

昭和47年 4月 1日 昭和48年 4月 1日 昭和49年 4月 1日 

昭和50年 4月 1日 昭和51年 4月 1日 昭和52年 4月 1日 

昭和54年 4月 1日 昭和55年 4月 1日 昭和56年 4月 1日 

昭和57年 4月 1日 昭和58年 4月 1日 昭和59年 4月 1日 

昭和60年 4月 1日 昭和61年 4月 1日 昭和62年 4月 1日 

昭和63年 4月 1日 平成元年 4月 1日 平成 2年 4月 1日 

平成 3年 4月 1日 平成 4年 4月 1日 平成 5年 4月 1日 

1994年 4月 1日  1995年 4月 1日 

全部改正  1996年 4月 1日 

一部改正  1997年 4月 1日  1998年 4月 1日  1999年 4月 1日 

2000年 4月 1日  2001年 4月 1日  2002年 4月 1日 

2003年 4月 1日  2004年 4月 1日 

全部改正  2005年 4月 1日 

一部改正  2006年 4月 1日  2007年 4月 1日  2008年 4月 1日 

2009年 4月 1日  2010年 4月 1日  2011年 4月 1日 

2012年 4月 1日  2013年 4月 1日  2014年 4月 1日 

2015年 4月 1日    2016年 4月 1日  2016年 9月10日 

2017年 4月 1日  2018年 4月 1日  2019年 4月 1日 

2020年 4月 1日  2021年 4月 1日 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 法政大学大学院（以下「本大学院」という。）は，高度にして専門的な学術の理論及び応用

を教授研究し，栄誉ある学芸の殿堂としてひろく世界の文化を摂取し，知識の深奥を究め，もって

世界平和と人類の福祉に寄与することを目的とする。 

２ 本大学院は，研究科又は専攻ごとに，人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を別表

Ⅴに定める。 

３ 本大学院のうち，学術の理論及び応用を教授研究し，高度の専門性が求められる職業を担うため

の深い学識及び卓越した能力を培うことを目的とするものは，専門職大学院とする。 

（課程及び修業年限） 

第２条 本大学院に修士課程，博士課程及び専門職学位課程を置く。 

２ 専門職学位課程を専門職大学院とし，専門職大学院に関する学則は別に定める。 

３ 修士課程の標準修業年限は２年とする。ただし，教育研究上必要とする場合は，標準修業年限を

１年とすることができる。 

４ 博士課程の標準修業年限は，５年とする。博士課程は，これを前期２年，後期３年の課程に区分

する。前期課程は，これを修士課程として取り扱う。また，後期課程は博士後期課程として取り扱

う。 

５ デザイン工学研究科建築学専攻修士課程に，標準修業年限が１年のコースを置き，本学工学部建

築学科及びデザイン工学部建築学科を優秀な成績で卒業した者，並びに大学の建築系学部又は学科

を卒業した者で充分な設計の実務経験若しくは研究業績を有する者に対して，授業又は研究指導等

の適切な方法により教育を行う。 

６ 第３項の規定にかかわらず，デザイン工学研究科建築学専攻及び都市環境デザイン工学専攻修士

課程に，標準修業年限が３年のコースを置き，建築学専攻では非建築系学部又は学科の卒業生に対

して，都市環境デザイン工学専攻では非建設系学部又は学科の卒業生に対して，授業又は研究指導



 

等の適切な方法により教育を行う。 

７ 第３項の規定にかかわらず，人文科学研究科，国際文化研究科，社会学研究科，政策創造研究

科，公共政策研究科，キャリアデザイン学研究科における各専攻の修士課程，及び人間社会研究科

福祉社会専攻修士課程においては，学生が職業を有している等の事情により，標準の修業年限を超

えて計画的に課程を履修し修了する制度（以下，長期履修制度という。）の適用を希望する旨を申

し出たときは，その計画的な履修を認め，３年及び４年の長期履修制度を実施する。 

８ 第４項の規定にかかわらず，人文科学研究科，公共政策研究科及びスポーツ健康学研究科におけ

る各専攻の博士後期課程においては，学生が職業を有している等の事情により，長期履修制度の適

用を希望する旨を申し出たときは，その計画的な履修を認め，４年，５年及び６年の長期履修制度

を実施する。 

９ 経済学研究科経済学専攻修士課程に，標準修業年限が１年のコースを置き，次の各号の者に対し

て，授業又は研究指導等の適切な方法により教育を行う。 

（１）本学経済学部在学中に指定の科目を履修し，かつ当該学部を優秀な成績で卒業した者 

（２）本学の経済学部又は学科を卒業した者で経済学研究に関する実務経験が充分にあると認められ

る者 

（３）学術論文，著書によって充分な研究業績があると認められる者 

（課程の目的） 

第３条 修士課程は，広い視野に立って精深な学識を授け，専攻分野における研究能力，又は高度の

専門性を要する職業等に必要な能力を養うことを目的とする。 

２ 博士後期課程は，専攻分野について，研究者として自立した研究を行い，又はその他の専門的業

務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。 

第２章 教育研究上の組織 

（研究科等及び学生定員） 

第４条 本大学院に以下の研究科，専攻及び課程を置き，その学生定員は次のとおりとする。 

 

研究科 専攻 

修士課程 博士後期課程 
収容定員 

合計 入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

人 文 科 学 

哲    学 15 30 2 6 36 

日 本 文 学 20 40 2 6 46 

英  文  学 20 40 2 6 46 

史     学 15 30 2 6 36 

地  理  学 15 30 2 6 36 

心  理  学 10 20 3 9 29 

計 95 190 13 39 229 

国 際 文 化 国 際 文 化 15 30 3 9 39 

経  済  学 経  済  学 50 100 10 30 130 

法     学 法  律  学 20 40 5 15 55 

政  治  学 

政  治  学 10 20 5 15 35 

国 際 政 治 学 10 20     20 

計 20 40 5 15 55 

社  会  学 社  会  学 20 40 5 15 55 



 

経  営  学 経  営  学 60 120 10 30 150 

人 間 社 会 

福 祉 社 会 15 30     30 

臨 床 心 理 学 15 30     30 

人 間 福 祉     5 15 15 

計 30 60 5 15 75 

情 報 科 学 情 報 科 学 30 60 5 15 75 

政 策 創 造 政 策 創 造 50 100 10 30 130 

デザイン工学 

建  築  学 55 111 2 6 117 

都市環境デザイ

ン工学 
25 52 2 6 58 

システムデザイ

ン 
30 60 3 9 69 

計 110 223 7 21 244 

公 共 政 策 

公 共 政 策 学 25 50 10 30 80 

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ学 15 30 5 15 45 

計 40 80 15 45 125 

ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ学 ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ学 20 40     40 

理  工  学 

機 械 工 学 50 100 2 6 106 

電気電子工学 50 100 5 15 115 

応用情報工学 50 100 4 12 112 

システム理工学 75 150 4 12 162 

応 用 化 学 30 60 3 9 69 

生 命 機 能 学 40 80 4 12 92 

計 295 590 22 66 656 

スポーツ健康学 スポーツ健康学 10 20 4 12 32 

合    計 865 1,733 119 357 2,090 

  

２ 人文科学研究科の次の専攻の課程に国際日本学インスティテュートを置く。  

   人文科学研究科 哲学専攻      修士課程・博士後期課程  

           日本文学専攻    修士課程・博士後期課程 

           英文学専攻     修士課程・博士後期課程 

           史学専攻      修士課程・博士後期課程  

           地理学専攻     修士課程・博士後期課程 

３ 政治学研究科及び公共政策研究科の次の専攻の課程に連帯社会インスティテュートを置く。  

   政治学研究科  政治学専攻     修士課程 

   公共政策研究科 公共政策学専攻   修士課程  

４ 情報科学研究科及び理工学研究科の課程に総合理工学インスティテュート（Institute of 

Integrated Science and Technology, 以下略称をＩＩＳＴという。）を置く。  

   情報科学研究科 修士課程・博士後期課程 

   理工学研究科  修士課程・博士後期課程 



 

第３章 教員組織及び運営組織 

（教員） 

第５条 本大学院における授業科目は，本大学の教授，准教授，専任講師，任期付教授，任期付准教

授，任期付講師，特任教授，客員教授，客員准教授が担当する。ただし，特別な事情がある場合に

は助教，客員講師及び兼任講師が担当できる。 

２ 本大学院における研究指導は，本大学の教授，准教授，任期付教授，任期付准教授，特任教授が

担当する。ただし，特別な事情がある場合には専任講師，助教，任期付講師，客員教授，客員准教

授，客員講師及び兼任講師が担当できる。 

３ 各研究科教員の担当基準と選任手続きに関しては，別に定める。 

（研究科教授会） 

第６条 各研究科に研究科教授会を置き，各研究科の専任教員によって構成する。 

２ 研究科には研究科長を置き，研究科長は研究科に関する校務を掌る。 

３ 研究科の各専攻に専攻主任１名を置き，必要により，専攻副主任１名を置くことができる。研究

科長は，所属する専攻の専攻主任を兼ねることとする。 

４ 研究科教授会は，当該研究科に関する次の事項を審議する。ただし，専攻又はインスティテュー

トに係わる事項については，第７条に定める専攻会議又は第７条の２に定めるインスティテュート

運営委員会に審議を委ねることができる。 

（１）学生の入学（転学を含む）及び修了に関する事項 

（２）学位の授与に関する事項 

（３）教員の人事に関する事項 

（４）授業科目の編成及び担当者に関する事項 

（５）研究指導，試験及び単位修得等に関する事項 

（６）修士論文の審査に関する事項 

（７）博士論文審査委員会に関する事項 

（８）学籍に関する事項 

（９）学生の賞罰に関する事項 

（１０）その他研究科に関する必要な事項 

５ 研究科教授会は，前項に規定するもののほか，総長及び研究科長が掌る教育研究に関する事項に

ついて審議し，及び総長の求めに応じ，意見を述べることができる。 

６ 研究科教授会の組織と運営については，この規程に定めるもののほか，別に定めるところによ

る。 

（専攻会議） 

第７条 各専攻に，第６条第４項にもとづき研究科教授会から委ねられた事項について審議するた

め，専攻会議を置くことができる。 

２ 専攻会議は，所属する専任教員によって構成する。 

３ 専攻会議の組織と運営については，この規程に定めるもののほか，別に定めるところによる。 

（インスティテュート運営委員会）  

第７条の２ 第４条第２項，第３項及び第４項に定められた各インスティテュートに，第６条第４項

にもとづき研究科教授会から委ねられた事項について審議するため，インスティテュート運営委員

会を置くことができる。 

２ インスティテュート運営委員会には運営委員長を置く。 

３ インスティテュート運営委員会に関することは別に定める。 

（研究科長会議） 

第８条 本大学院に，研究科長会議を置く。 

２ 総長は，各研究科の共通事項を審議するため研究科長会議を招集する。 

３ 研究科長会議に関する事項は，別に定める。 

（事務組織） 



 

第９条 本大学院の業務運営のため，大学院事務部，多摩事務部大学院課及び小金井事務部大学院課

を置く。 

第４章 教育課程等 

（授業科目及び単位数） 

第１０条 修士課程各研究科各専攻及び各インスティテュートの授業科目並びに単位数は別表Ⅰ，博

士後期課程各研究科各専攻及び各インスティテュートの授業科目並びに単位数は別表Ⅱのとおりと

する。 

（教育方法の特例）  

第１０条の２ 次の研究科専攻に，夜間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う

等の適当な方法により教育を行う修士課程及び博士後期課程を置く。 

  人文科学研究科       哲学専攻        修士課程・博士後期課程 

                日本文学専攻      修士課程・博士後期課程 

                英文学専攻       修士課程・博士後期課程 

                史学専攻        修士課程・博士後期課程 

                地理学専攻       修士課程・博士後期課程 

                心理学専攻       修士課程・博士後期課程 

  国際文化研究科       国際文化専攻      修士課程・博士後期課程 

  経済学研究科        経済学専攻       修士課程・博士後期課程 

  政治学研究科        政治学専攻       修士課程  

  社会学研究科        社会学専攻       修士課程 

  経営学研究科        経営学専攻       修士課程・博士後期課程 

  政策創造研究科       政策創造専攻      修士課程・博士後期課程 

  デザイン工学研究科     システムデザイン専攻  修士課程・博士後期課程 

  公共政策研究科       公共政策学専攻     修士課程・博士後期課程 

                サステイナビリティ学専攻 修士課程・博士後期課程 

  キャリアデザイン学研究科  キャリアデザイン学専攻 修士課程 

（修士課程の履修） 

第１１条 修士課程の学生は，指導教員の指導により，各専攻に示された授業科目を履修の上，単位

を修得しなければならない。 

２ 他の専攻（他の研究科に属するものも含む）に示された授業科目については，指導教員の承認を

得て関連ある授業科目を１０単位を超えない範囲で履修することができる。 

３ 前項の規定に関わらず，次の各号に掲げる専攻及びインスティテュートに所属する学生は，当該

学生の所属する専攻又はインスティテュートにより示された授業科目を以下のとおり履修するもの

とし，他の専攻に示された授業科目の履修制限は行わない。 

（１）人文科学研究科各専攻に所属する学生においては，当該学生の所属する専攻により示された授

業科目を２０単位以上。ただし，人文科学研究科各専攻に所属する国際日本学インスティテュー

トの学生においては，国際日本学インスティテュートにより示された授業科目を２０単位以上。 

（２）国際文化研究科国際文化専攻に所属する学生においては，国際文化研究科国際文化専攻により

示された授業科目を２０単位以上（ただし，修士論文をリサーチペーパーに代える場合は当該専

攻により示された授業科目を２４単位以上）。 

（３）公共政策研究科各専攻に所属する学生（ただし，公共政策学専攻連帯社会インスティテュート

の学生を除く）においては，当該学生の所属する専攻により示された授業科目を２６単位以上。 

（学部開設科目の履修） 

第１２条 指導教員が必要と認めた場合は，修士課程の学生に学部の専門教育科目を履修させること

ができる。ただし，当該科目の修得単位は修士課程の所要修得単位としない。 

（博士後期課程の履修） 

第１３条 博士後期課程の学生は，指導教員の指導により各専攻に示された授業科目を履修の上，単



 

位を修得し，かつ研究指導を受けなければならない。 

（履修科目の登録） 

第１４条 学生は，登録しようとする授業科目を毎年所定の期間内に届け出て，総長の承認を得なけ

ればならない。 

（単位） 

第１５条 各授業科目の単位の計算については，本大学学則第２３条の規定を準用する。 

（研究指導） 

第１６条 学生は，所定の手続により，指導教員による研究指導を受けなければならない。 

（他大学院・研究科における研究指導） 

第１７条 各研究科は，教育研究上有益と認めるときは，学生が他の大学院又は研究科において必要

な研究指導を受けることを認めることができる。ただし，修士課程の学生についてこれを認める場

合には，当該研究指導を受ける期間は，１年を超えないものとする。 

（試験） 

第１８条 授業科目を履修した者に対しては，試験その他の方法によって，合格者に所定の単位を与

える。 

２ 学費を所定の期日までに納付しない者は，試験を受けることはできない。ただし，特別の事由に

より所定の期日までに納付できない者は，願い出によって，総長が許可することがある。 

（成績評価） 

第１９条 成績評価は，上位よりＳ，Ａ＋, Ａ，Ａ－，Ｂ＋，Ｂ，Ｂ－，Ｃ＋，Ｃ，Ｃ－，Ｄ，Ｅの

記号で表し，Ｓ，Ａ＋，Ａ，Ａ－，Ｂ＋，Ｂ，Ｂ－，Ｃ＋，Ｃ，Ｃ－を合格，Ｄ，Ｅを不合格とす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず，研究科の定めるところにより，成績評価は，Ｐ，Ｆの記号で表し，Ｐ

を合格として所定の単位を与え，Ｆを不合格とすることができる。 

３ 第１項に定める各評価に等級を表す成績評点としてGrade Point（以下，GPという。）を付与す

る。 

４ 第１項に定める各成績評価に対する，素点換算基準，GP及び合否の関係については以下のとおり

とする。 

 成績評価 素点換算基準    ＧＰ   合否 

 Ｓ    １００点～９０点  ４．０  合格 

 Ａ＋    ８９点～８７点  ３．３  合格 

 Ａ     ８６点～８３点  ３．０  合格 

 Ａ－    ８２点～８０点  ２．７  合格 

 Ｂ＋    ７９点～７７点  ２．３  合格 

 Ｂ     ７６点～７３点  ２．０  合格 

 Ｂ－    ７２点～７０点  １．７  合格 

 Ｃ＋    ６９点～６７点  １．３  合格 

 Ｃ     ６６点～６３点  １．０  合格 

 Ｃ－    ６２点～６０点  ０．７  合格 

 Ｄ     ５９点～０点   ０．０  不合格 

 Ｅ     未受験，採点不能 ０．０  不合格 

５ 学業成績を総合的に評価する指標としてGPの平均値Grade Point Average（以下，GPAという。）

を用いることができる。GPAは，各履修科目のGPに，その科目の単位数を乗じて得た積の総和を，履

修科目の総単位数で除し，小数点以下第３位を四捨五入して算出するものとする。 

６ 単位制を取らない科目はGPAに算入しないものとする。 

７ 第２項に定める成績評価Ｐ及びＦは，GPの付与及びGPAへの算入を行わない。 

８ 他大学院及び入学前の修得単位認定をＲＲ，留学による外国大学の修得単位認定をＲＳの記号で

表し，GPの付与及びGPAへの算入は，これを行わない。 



 

９ 前項の定めにかかわらず，研究科の定めるところにより，単位互換協定等に基づき在学中に他大

学院で修得した単位の成績については，素点換算により第１項から第７項を適用することができ

る。 

１０ 成績評価は，これを学生に通知する。 

１１ 成績評価は，毎学年末に確定するものとする。ただし，春学期に評価が定まった春学期入学者

の履修科目については，春学期終了時に，秋学期に評価が定まった秋学期入学者の履修科目につい

ては秋学期終了時に，確定するものとする。 

（他大学院等における履修単位等の認定） 

第２０条 各研究科は，学生の教育研究上必要と認めるときは，大学の定めるところにより他の大学

院（外国の大学院を含む）において履修した授業科目について１０単位を超えない範囲で本大学院

における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

（入学前既修得単位の認定）  

第２０条の２ 各研究科は，学生の教育研究上必要と認めるときは，学生が本大学院に入学する前に

大学院において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生，研修生，委託研修生及び

特別研修生として修得した単位を含む）を，１０単位を超えない範囲で，本大学院に入学後に本大

学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

（他大学院における修得単位及び入学前既修得単位の修了所要単位認定）  

第２０条の３ 各研究科は，前２条により修得した単位を，本大学院の課程修了に必要な単位として

各々１０単位，計２０単位を限度として認定することができる。 

（専修免許状） 

第２１条 高等学校教諭１種免許状及び中学校教諭１種免許状授与の所要資格を有する者で，当該免

許教科に係る高等学校教諭専修免許状及び中学校教諭専修免許状授与の所要資格を取得しようとす

る者は，教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則に定める所要の単位を修得しなければならな

い。 

２ 本大学院において，当該所要資格を取得できる高等学校教諭専修免許状及び中学校教諭専修免許

状の免許教科の種類は，別表Ⅳのとおりとする。 

第５章 修了要件及び在学年限 

第１節 修士課程 

（修了要件） 

第２２条 修士の学位を得ようとする者は，２年以上在学し第１１条の定めるところにより，３０単

位以上（法学研究科，政治学研究科国際政治学専攻及びスポーツ健康学研究科においては３２単位

以上，人間社会研究科臨床心理学専攻においては３４単位以上，政策創造研究科政策創造専攻，公

共政策研究科各専攻及び連帯社会インスティテュートにおいては３６単位以上）を修得し，かつ必

要な研究指導を受けた上，修士論文の審査並びに最終試験に合格しなければならない。ただし，在

学期間に関しては，優れた業績を上げた者については，別に定めるところにより１年以上在学すれ

ば足りるものとする。 

２ 経済学研究科経済学専攻１年制コース及びデザイン工学研究科建築学専攻選抜１年コースで修士

の学位を得ようとする者は，１年以上在学し第１１条の定めるところにより，３０単位以上を修得

し，かつ必要な研究指導を受けた上，修士論文の審査並びに最終試験に合格しなければならない。 

３ デザイン工学研究科建築学専攻キャリア３年コース及び都市環境デザイン工学専攻キャリア３年

コースで修士の学位を得ようとする者は，３年以上在学し第１１条の定めるところにより，４５単

位以上を修得し，かつ必要な研究指導を受けた上，修士論文の審査並びに最終試験に合格しなけれ

ばならない。 

４ 修士論文は，各研究科が認めた場合に限り当該専攻分野の特定の課題に関する研究成果（人文科

学研究科日本文学専攻にあっては文芸創作作品，政策創造研究科及び公共政策研究科にあっては政

策研究論文，国際文化研究科，経済学研究科，法学研究科及び政治学研究科国際政治学専攻にあっ



 

てはリサーチペーパー，デザイン工学研究科建築学専攻にあっては修士設計）をもって，これに代

えることができる。ただし，政策創造研究科及び公共政策研究科で政策研究論文をもって修士論文

に代える場合は４０単位以上，また，リサーチペーパーをもって修士論文に代える場合は，国際文

化研究科及び経済学研究科においては３４単位以上，法学研究科及び政治学研究科国際政治学専攻

においては３６単位以上を修得しなければならない。 

（最終試験） 

第２３条 最終試験は，修士論文を中心とし，これに関連する科目について行い，その中には１か国

以上の外国語の能力を考査する試験を含むものとする。 

（博士論文研究基礎力に関する試験及び審査） 

第２３条の２ 修士課程及び博士後期課程を通じて一貫した教育研究上の目的を有する場合の修士課

程の修了要件は，前２条に規定する修士論文の審査及び最終試験に合格することに代えて，当該研

究科が行う次に掲げる試験及び審査に合格することとすることができる。 

（１）専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養

であって当該修士課程において修得し，又は涵養すべきものについての試験 

（２）博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該修士課程において修得

すべきものについての審査 

（転学者の修了要件） 

第２４条 他の大学院からの修士課程転学者は，大学院修士課程において通算２年以上（本大学院修

士課程に１年以上）在学し，各研究科各専攻の定める単位を修得しなければならない。ただし，第

２２条第１項のただし書に該当する者は同条の定めるところによる。 

（在学年限） 

第２５条 本大学院の修士課程には，標準修業年限の２倍の年数を超えて在学することはできない。 

第２節 博士後期課程 

（修了要件） 

第２６条 博士の学位を得ようとする者は，３年以上在学し第１３条の定めるところにより授業科目

を履修の上，以下の各号に定める単位を修得し，かつ必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査

及び最終試験に合格しなければならない。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた

者については，別に定めるところにより１年以上在学すれば足りるものとする。 

（１）人文科学研究科においては２０単位以上 

（２）国際文化研究科においては１５単位以上 

（３）経済学研究科においては１６単位以上 

（４）法学研究科においては２０単位以上 

（５）政治学研究科においては１６単位以上 

（６）社会学研究科においては２０単位以上 

（７）経営学研究科においては１５単位以上 

（８）人間社会研究科においては２０単位以上 

（９）情報科学研究科においては１９単位以上 

（１０）政策創造研究科においては２０単位以上 

（１１）デザイン工学研究科建築学専攻及び都市環境デザイン工学専攻においては１６単位以上 

（１２）デザイン工学研究科システムデザイン専攻においては１５単位以上 

（１３）公共政策研究科公共政策学専攻においては１８単位以上 

（１４）公共政策研究科サステイナビリティ学専攻においては１８単位以上 

（１５）理工学研究科においては１７単位以上 

（１６）スポーツ健康学研究科においては１６単位以上 

２ 前項のただし書にかかわらず，修士課程を１年で修了した者の在学期間に関しては，博士後期課

程に２年以上在学しなければならない。 



 

（最終試験） 

第２７条 最終試験は，博士論文を中心とし，これに関連する学問領域について行い，その中には１

か国以上の外国語の能力を考査する試験を含むものとする。 

（転学者の修了要件） 

第２８条 他の大学院から，大学院博士後期課程へ転学を許された者は，大学院博士後期課程におい

て通算３年以上（本大学院博士後期課程に１年以上）在学し，各研究科各専攻の定める科目を履修

しなければならない。ただし，第２６条第１項のただし書に該当する者は同条の定めるところによ

る。 

２ 他の大学院博士後期課程における履修科目の換算については別に定める。 

（在学年限） 

第２９条 本大学院の博士後期課程には，６年を超えて在学することはできない。ただし，所定の年

限にわたって在学し所定の研究指導を受けた者が，退学後３年以内に課程博士の学位を申請し，研

究科教授会の議を経て，総長による受理が認められて再入学する場合はこの限りでない。 

２ 課程博士申請に伴う再入学については，別途定める規定による。 

第６章 学位の授与 

（学位の授与） 

第３０条 本大学院修士課程及び博士後期課程修了の認定は，研究科教授会の議を経て，総長が行

い，修了者には総長が学位を授与する。 

（課程によらない博士の学位授与） 

第３１条 博士の学位は，第３０条の規定にかかわらず，本大学院に論文を提出し，所定の審査及び

試問に合格した者に対しても，総長がこれを授与することができる。 

２ 前項により博士の学位を授与される者は，本大学院において課程を修めて学位を授与される者の

論文と同等以上の内容を有する論文を提出し，かつ専攻学術に関し，上記の者と同様に広い学識を

有することを試問により確認された者でなければならない。 

（学位規則） 

第３２条 この学則に定めるもののほか，学位に付記する専攻分野名その他学位に関し必要な事項

は，学位規則（規程第１０５号）をもって別に定める。 

第７章 入学，転学，転研究科・専攻，留学，休学，退学，その他 

（入学の時期） 

第３３条 本大学院入学の時期は，第４２条に定める学年の始めとする。ただし，秋学期に入学した

者の入学日は９月１０日とする。 

２ 前項の規定による秋学期の入学は，情報科学研究科及び総合理工学インスティテュート（ＩＩＳ

Ｔ）において実施する。 

（修士課程の入学資格） 

第３４条 本大学院修士課程に入学できる者は，次の資格を有する者とする。 

（１）大学を卒業した者 

（２）独立行政法人大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与された者 

（３）外国において，学校教育における１６年の課程を修了した者 

（４）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の

学校教育における１６年の課程を修了した者 

（５）我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課程

を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付

けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

（６）外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について，当該外国の政

府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部科学



 

大臣が別に指定するものに限る。）において，修業年限が３年以上である課程を修了すること

（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該課

程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の

指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により，学士の学位に相当する学位を

授与された者 

（７）専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満

たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了し

た者 

（８）文部科学大臣の指定した者 

（９）次の者であって，本大学院において，所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた

者 

ａ 大学に３年以上在学した者 

ｂ 外国において学校教育における１５年の課程を修了した者 

ｃ 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における１５年の課程を修了した者 

ｄ 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１５年の課

程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位

置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

（１０）第９号と同様の規程により他の大学院に入学した者であって，本大学院において大学院にお

ける教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者 

（１１）本大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学力がある

と認めた者で，２２歳に達した者 

２ 前項第９号及び第１０号の認定並びに第１１号の個別の入学資格審査に関しては別に定めるとこ

ろによる。 

（博士後期課程の入学資格） 

第３５条 本大学院博士後期課程に入学できる者は，次の資格を有する者とする。 

（１）修士の学位又は専門職学位を有する者 

（２）外国における大学院において，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を得た者 

（３）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位又は専門職

学位に相当する学位を得た者 

（４）文部科学大臣の指定した者 

（５）国際連合大学の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

（６）外国の学校等の教育課程を履修し，博士論文研究基礎力審査に相当するものに合格し，修士の

学位を有する者と同等以上の学力があるものと認められた者 

（７）本大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有する者と同等

以上の学力があると認めた者で，２４歳に達した者 

２ 前項第７号の個別の入学資格審査に関しては別に定めるところによる。 

（入学手続） 

第３６条 本大学院に入学を志望する者は，所定の手続きを行わなければならない。 

２ 入学志願者に対しては，その志望する研究科の専攻分野に入学するために必要な学力の考査を行

う。 

３ 前項の結果，総長によって入学を許可された者は，別に定める入学金及び授業料等を添えて，所

定の書類を指定された入学手続期間中に提出しなければならない。 

４ 国外大学との協定等による学生受け入れについては，別に定めるところによる。 

（転学及び転研究科・専攻） 

第３７条 他の大学院から本大学院へ転学を希望する者については，定員に余裕のある場合に限り，

試験等の上，研究科教授会の議を経て，総長が入学を許可することができる。また，研究科又は専

攻の変更に関する願い出があった場合には，正当な事由があると認められた場合に限り，研究科教

授会の議を経て，総長がこれを許可することができる。 



 

２ 前項の転学，転研究科・専攻の時期は，学年の始めに限る。 

（留学）  

第３７条の２ 本大学院の定めに従って外国の大学院における学修を志願する者は，研究科長の許可

を得て留学することができる。 

２ 前項の許可を得て留学した在学期間のうち，同一課程につき最長１ヵ年に限り本大学院における

修業年限に含めることができる。 

（春学期入学者の休学） 

第３８条 春学期入学者で，疾病又はその他特別の事情により休学しようとする者は，理由を付して

願い出て，研究科教授会の議を経て，総長の許可を受けなければならない。 

２ 休学は，年間休学，春学期休学，秋学期休学の３種とする。 

３ 休学は，休学を願い出た当該学期又は当該年度に限り，総長がこれを許可することができる。引

き続き休学を希望する者は，理由を付して改めて願いを出し，許可を受けたうえで休学することが

できる。 

４ 休学期間は通算して３年を超えることはできない。なお，春学期休学及び秋学期休学の休学期間

は各々０．５年として計算する。 

５ 年間休学者及び秋学期休学者は，学年の始め（４月１日）でなければ復することができない。春

学期休学者は秋学期の始めでなければ復することができない。 

６ 休学期間は在学年数に算入することはできない。 

（春学期入学者が春学期休学のできない研究科） 

第３８条の２ 前条第２項の規定にかかわらず，以下の各号に定める研究科においては，春学期入学

者は，春学期に休学することができない。 

（１）理工学研究科及び人間社会研究科の修士課程及び博士後期課程 

（２）経営学研究科修士課程（昼間） 

（３）政策創造研究科博士後期課程 

 （秋学期入学者の休学） 

第３８条の３ 秋学期入学者で、疾病又はその他特別の事情により休学しようとする者は，理由を付

して願い出て，研究科教授会の議を経て，総長の許可を受けなければならない。 

２ 休学は，年間休学，春学期休学，秋学期休学の３種とする。 

３ 休学は，休学を願い出た当該学期又は当該年度に限り，総長がこれを許可することができる。引

き続き休学を希望する者は，理由を付して改めて願いを出し，許可を受けたうえで休学することが

できる。 

４ 休学期間は通算して３年を超えることはできない。なお，春学期休学及び秋学期休学の休学期間

は各々０．５年として計算する。 

５ 年間休学者又は春学期休学者は，学年の始め（９月１６日）でなければ復することができない。

秋学期休学者は春学期の始めでなければ復することができない。 

６ 休学期間は在学年数に算入することはできない。 

（秋学期休学者が秋学期休学のできない研究科）  

第３８条の４ 前条第２項の規定にかかわらず，以下の各号に定める研究科においては，秋学期入学

者は，秋学期に休学することができない。 

（１）理工学研究科 総合理工学インスティテュート（ＩＩＳＴ）修士課程及び博士後期課程 

（休学中の学修）  

第３８条の５ 休学期間中は本学での科目履修は認めない。 

２ 他の大学院における学修又は外国の大学院での学修を理由とする休学願いが，事前に，当該研究

科教授会の議を経て，総長に許可された場合に限り，第２０条を準用し，当該大学院において履修

した授業科目について修得した単位を，１０単位を超えない範囲で本大学院における授業科目の履

修により修得したものとみなすことができる。ただし，当該休学期間は在学年数に参入することは

できない。 



 

３ 前項の休学期間中の学修に関する手続き等については別に定める。 

（退学） 

第３９条 退学しようとする者は，理由を付して願い出て，研究科教授会の議を経て，総長の許可を

受けなければならない。 

２ 退学の日付は，授業料を含む諸費既納者については，研究科教授会の議を経て，総長が退学を認

めた日とし，未納者については定められた期間に申し出た場合に限り納入済みの期間の最終日とす

る。 

３ 死亡による退学は,死亡日をもって退学日とする。 

（除籍） 

第４０条 次の各号の一つに該当する者は，研究科教授会の議を経て，総長が除籍する。 

（１）授業料等を所定の期日までに納入しない者 

（２）第２５条又は第２９条の在学年限を超えた者 

（３）第３８条第４項及び第３８条の３第４項の休学期間を超えた者 

（復学・復籍） 

第４１条 第３９条により退学した者が復学を願い出たときは，研究科教授会の議を経て，総長が許

可することができる。 

２ 第４０条第１号により除籍されたものが復籍を願い出たときは，研究科教授会の議を経て，総長

が許可することができる。 

３ 前２項の復学及び復籍の時期は春学期の始め又は秋学期の始めとする。ただし，第３８条の２及

び第３８条の４に定める研究科への復学又は復籍の時期は，学年の始めとする。 

第８章 学年及び休業日 

（学年） 

第４２条 本大学院の学年は，毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。ただし，秋学期に入

学した場合の学年は，毎年９月１６日に始まり翌年９月１５日に終わる。 

２ 学年は，春学期と秋学期に分け，各学期の開始日及び終了日は次に掲げる各号のとおりとする。

ただし，教育上必要な場合，総長は，研究科長会議の議を経て，春学期の終了日及び秋学期の開始

日を変更することができる。 

（１）春学期 ４月 １日から９月１５日まで  

（２）秋学期 ９月１６日から翌年３月３１日まで 

３ 総長は，前項に定める各学期をそれぞれ前半及び後半に分けることができるものとする。 

（休業日） 

第４３条 休業日は，次のとおりとする。 

（１）日曜日 

（２）国民の祝日に関する法律に定める休日 

（３）法政大学創立記念日 ４月１０日 

（４）夏季休業日，冬季休業日，及び春季休業日については別に定める 。 

２ 総長は，必要がある場合には，前項の休業日を臨時に変更し，又は臨時に休業日を定めることが

できる。 

３ 休業日の変更又は臨時の休業日については，その都度公示する 。 

４ 第１項の規定にかかわらず，教育上必要がある場合は，休業日に授業等を行うことができる 。 

５ 第１項の規定にかかわらず，夏季休業，春季休業の期間に特別授業期間を設けることができる。 

第９章 学費 

（学費） 

第４４条 本大学院の検定料，入学金，授業料その他の学費は，別表Ⅲのとおりとする。 

２ 学費の決定は，当該年度の４月１日をもって行い，年度途中での変更は行わない。ただし，秋学

期に入学した者の１年間の学費の決定は，９月１６日をもって行う。 



 

３ 授業料,実験実習費及び教育充実費は２期に分けて納入するものとする。その納入期限について

は，春学期に入学した者の第１期分は４月末日，第２期分は９月末日とし，秋学期に入学した者の

第１期分は９月末日，第２期分は４月末日とする。 

４ 当該修業年限を超えて在学する者については，その者が入学した年度に定められた額を適用し，

その学費は次のとおりとする。 

（１）課程修了に必要な科目を修得していない者は，授業料及び教育充実費の２分の１，科目修得者

又は修士論文審査に合格したが科目１科目以内（２単位科目は０．５科目とする。）未修得の者

は４分の１とする。 

（２）情報科学研究科，デザイン工学研究科，理工学研究科及びスポーツ健康学研究科は，前号の学

費に実験実習費を加えた額。 

（３）当該修業年限を超えて引き続き在学している者が，春学期に入学した者が９月に，秋学期に入

学した者が３月に学位を授与されることとなった場合は，当該学年の第２期分の学費は徴収しな

い。 

５ 留学中においても本大学院の学費は，所定額を納入しなければならない。 

６ 総長により年間休学を許可された者は，別表Ⅲの休学在籍料を納入するものとし,休学該当期間の

授業料,実験実習費及び教育充実費の納入を要しない。また，総長により春学期休学又は秋学期休学

を許可された者は休学在籍料の２分の１を減額することができる。 

７ 第２条第７項により３年にわたる長期履修制度の適用を受ける者の学費は，次の各号のとおりと

する。 

（１）授業料は別表Ⅲの授業料の２倍の額を３で除した額を年度ごとに２期に分けて納入する。 

（２）教育充実費は，初めの２年間は別表Ⅲに定める額，３年目は別表Ⅲに定める額の２分の１を，

年度ごとに２期に分けて納入する。 

（３）実験実習費は別表Ⅲの実験実習費の２倍の額を３で除した額を年度ごとに２期に分けて納入す

る。 

（４）３年にわたる長期履修期間を超えて在学する者の学費は，本条第４項第１号の規定を準用す

る。 

８ 第２条第７項により４年にわたる長期履修制度の適用を受ける者の学費は，次の各号のとおりと

する。 

（１）授業料は別表Ⅲの授業料の２倍の額を４で除した額を年度ごとに２期に分けて納入する。 

（２）教育充実費は，初めの２年間は別表Ⅲに定める額，３年目以降は別表Ⅲに定める額の２分の１

を，年度ごとに２期に分けて納入する。 

（３）実験実習費は別表Ⅲの実験実習費の２倍の額を４で除した額を年度ごとに２期に分けて納入す

る。 

９ 外国政府派遣，及び学生交換協定による海外大学からの受け入れ学生に関する学費は，別に定め

る。 

１０ 第２条第８項により４年にわたる長期履修制度の適用を受ける者の学費は，次の各号のとおり

とする。 

（１）授業料は別表Ⅲの授業料の３倍の額を４で除した額を年度ごとに２期に分けて納入する。 

（２）教育充実費は，初めの３年間は別表Ⅲに定める額，４年目は別表Ⅲに定める額の２分の１を，

年度ごとに２期に分けて納入する。 

（３）４年にわたる長期履修期間を超えて在学する者の学費は，本条第４項第１号の規定を準用す

る。 

１１ 第２条第８項により５年にわたる長期履修制度の適用を受ける者の学費は，次の各号のとおり

とする。 

（１）授業料は別表Ⅲの授業料の３倍の額を５で除した額を年度ごとに２期に分けて納入する。 

（２）教育充実費は，初めの３年間は別表Ⅲに定める額，４年目以降は別表Ⅲに定める額の２分の１

を，年度ごとに２期に分けて納入する。 

（３）５年にわたる長期履修期間を超えて在学する者の学費は，本条第４項第１号の規定を準用す

る。 

１２ 第２条第８項により６年にわたる長期履修制度の適用を受ける者の学費は，次の各号のとおり

とする。 



 

（１）授業料は別表Ⅲの授業料の３倍の額を６で除した額を年度ごとに２期に分けて納入する。 

（２）教育充実費は，初めの３年間は別表Ⅲに定める額，４年目以降は別表Ⅲに定める額の２分の１

を，年度ごとに２期に分けて納入する。 

（納入期日） 

第４５条 学費は，所定の期日までに納入しなければならない。 

（再入学金） 

第４６条 退学者が復学を，又は除籍された者が復籍を総長に許可されたときは，再入学金として入

学金の２分の１を納入しなければならない。 

（特別学生の学費） 

第４７条 特別学生の学費については，別に定める。 

（学費の不返還） 

第４８条 一旦納入された学費その他は還付しない。 

第１０章 特別学生 

（特別学生の種類及び入学） 

第４９条 総長は，定員に余裕のある場合に限り，研究科教授会の議を経て，特別学生の入学を許可

する。 

２ 特別学生とは，科目等履修生，研修生，委託研修生，特別研修生，研究生，研究員，交流学生を

いう。 

（科目等履修生及び研修生） 

第５０条 本大学院の授業科目の履修及び特定の主題による研究指導を希望する者があるときは，別

に定めるところにより，総長は，科目等履修生及び研修生として受け入れることを許可できる。 

（履修証明プログラム生）  

第５０条の２ 総長は，履修証明プログラム生の履修を許可することがある。ただし，履修証明プロ

グラム生の事項については，別に定める。 

（委託研修生） 

第５１条 公共団体，又はその他の機関より，本大学院に特定の授業科目について修学を委託された

場合は，選考結果を受け，総長は，委託研修生として入学を許可する。 

（特別研修生） 

第５２条 国外の大学との協定等により，入学前に事前研修を義務づけられた場合は，選考結果を受

け，総長は，特別研修生として入学を許可する。 

（研究生） 

第５３条 第３５条に定める博士後期課程の入学資格を有する者，又は博士後期課程を退学した者

が，本学教員による研究指導を希望するときは，総長は，別に定めるところにより，研究生として

受け入れることを許可できる。 

（研究員） 

第５４条 国内外の大学・研究所その他の機関から特定の主題による研修を委託された場合は，選考

結果を受け，総長は当該研究者を研究員として受け入れることを許可できる。 

（交流学生） 

第５５条 他大学院の学生で，協定に基づき本大学院の授業科目の履修及び特定の主題による研究指

導を希望する者を，別に定めるところにより，総長は，交流学生として受け入れることを許可でき

る。 



 

（証明書の発行） 

第５６条 本章により，総長が入学を許可した者には，履修及び研修等の証明書を与える。 

第１１章 研究及び厚生施設 

（図書館及び研究所の利用） 

第５７条 本大学院学生は，大学図書館及び付属研究所の図書を利用することができる。 

２ 図書閲覧に関する規定は，別に定める。  

（厚生施設の利用） 

第５８条 本大学院学生は，本学の厚生施設を利用することができる。 

第１２章 賞罰 

（授賞） 

第５９条 人物及び学術が優れた者には授賞することがある。 

２ 授賞に関する規定は別に定める。 

（懲戒） 

第６０条 本学の学則及び諸規則又は命令に背いた者で，学生の本分に悖ると本学が認めた者は，研

究科教授会の議を経て総長がこれを懲戒する。 

２ 懲戒処分は譴責，停学，退学の３種とする。 

３ 前二項の他，懲戒に関する規程は，別に定める。 

第１３章 大学評価 

（自己点検・評価） 

第６１条 本大学は，その教育研究水準の向上を図り，第１条の目的を達成するため，教育研究活動

等の状況について，自ら点検及び評価を行う。 

２ 前項の点検及び評価に関する事項は，別に定める。 

（認証評価） 

第６２条 本大学は，前条に規定する措置に加え，本大学の教育研究活動等の総合的な状況につい

て，政令で定める期間ごとに，文部科学大臣の認証を受けた評価機関による評価を受けるものとす

る。 

第１４章 改正 

（改正手続） 

第６３条 この学則の改正は，研究科長会議の議を経て，理事会の決裁を得なければならない。 

第１５章 雑則 

（大学学則の準用） 

第６４条 この学則に規定のない事項については，法政大学学則を準用する。 

２ この学則の実施について必要な事項は，別に定める。 

付 則 

１ 本学則は，２００５年４月１日から全部改正し施行する。 

２ 第３２条の規定にかかわらず，関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科との協定により経営学

研究科経営学専攻修士課程（夜間）へ転入学する場合には，入学の時期を後期の始め（９月）とす

ることができる。 

３ ２００６年４月１日から第４条第１項，第９条別表Ⅰ，第９条別表Ⅱ，第３７条の２第１項，第

４０条第３項，第４３条第１項別表Ⅲ，第４３条第２項，第４３条第５項を改正施行する。 

４ 本学則は，２００６年４月１日から一部改正して施行する。（第２条第４項から第８項，第２１



 

条第２項から第４項，及び第２４条） 

５ ２００６年４月１日から第２条，第４条，第９条別表Ⅰ，第９条別表Ⅱ，第３７条の２，第４０

条，第４３条，第４３条別表Ⅲを改正施行する。 

６ ２００６年４月1日から第９条別表Ⅰ，第２０条別表Ⅳを改正施行する。 

７ ２００６年４月1日から第９条別表Ⅰ，別表Ⅱを改正施行する。 

８ ２００７年４月1日から第１条,第２条,第４３条を改正し,別表Ⅴを定め施行する。 

９ ２００７年４月1日から第３８条,第４３条,第４３条別表Ⅲ,第４５条,第４７条を改正施行する。 

10 ２００７年４月1日から第９条別表I,別表Ⅱを改正施行する。 

11 ２００８年４月1日から第１条別表Ⅴ,第２条第６項，第４条第１項，同第２項，第９条別表Ⅰ，

同別表Ⅱ，第２１条第１項，同第４項，第３７条の２第１項，第４０条第３項，第４３条別表Ⅲ，

及び同第５項を改正施行する。 

12 ２００８年４月1日から第４１条，第４３条第３項を改正施行する。 

13 ２００９年４月1日から第９条別表Ⅰ,同別表Ⅱ,第４３条別表Ⅲ第２項を改正施行する。 

14 ２００９年４月1日から第１３章「大学評価」（第５９条，第６０条）を新設し，以降の章及び条

を繰り下げ施行する。 

15 ２００９年３月３１日をもって人文科学研究科国際文化専攻は廃止とする。 

16 ２０１０年４月１日から第1条別表V，第２条第４項，同第５項，第４条第１項，同第２項，第９

条別表Ⅰ，同別表Ⅱ，同第１項，第１２条第１項，第２１条第２項，同第３項，同第４項，第２５

条第３項，第３７条の２第１項，第４０条第３項，第４３条別表Ⅲ，第４３条第３項(２)，同

（３），同第５項を改正施行する。 

17 ２０１０年４月1日から第４３条第３項第1号，第４５条を改正し２０１０年４月1日現在で在籍す

る学生に適用する。 

18 ２０１０年４月1日から第３７条の２，第４０条第３項，第４３条第５項を改正施行し２０１０年

４月1日現在で在籍する学生に適用する。 

19 ２０１０年３月３１日をもって社会科学研究科法律学専攻，政策科学専攻，環境マネジメント専

攻を廃止する。 

20 ２０１１年４月1日から第２条，第４条第２項，第９条，第１０条，第１２条，第２１条，第２５

条，第３７条の２，第４０条第３項，第４３条，第５８条第２項及び別表Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ，Ⅴを改

正施行する。第２条第７項の人間社会研究科福祉社会専攻に係る改正，及び第４条，別表Ⅰ，Ⅱ，

Ⅳ，Ⅴの史学専攻への名称変更，第９条，第１２条，第２５条，第４３条の政策創造研究科に係る

改正については，２０１１年４月入学者から適用する。また，第５条を新設し，以降の章，条を繰

り下げ施行する。 

21 ２０１１年３月３１日をもって社会科学研究科経済学専攻を廃止する。 

22 人文科学研究科日本史学専攻，社会科学研究科政治学専攻，社会学専攻，経営学専攻，工学研究

科建設工学専攻及びシステムデザイン研究科については，すでに学生募集を停止している。但し，

当該研究科，専攻は，本学則の施行に関わらず当該研究科，専攻に在籍する学生が在学しなくなる

までの間存続するものとし，教育に関する規程は従前によるものとする。 

23 ２０１２年４月1日から第２条第６項，第４条第１項，同第２項，第１１条第３項，第２２条第1

項，同第４項，第３８条の２，第４１条第３項，第４４条第５項，及び別表Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ，Ⅴを

改正施行し，２０１２年４月入学者より適用する。また，第６条に第３項を挿入し，以下の項を繰

り下げ２０１２年４月1日より改正施行する。 

24 政策科学研究科政策科学専攻及び環境マネジメント研究科環境マネジメント専攻については，２

０１２年度以降の学生募集を停止する。但し，両研究科専攻は，本学則の施行に関わらず両研究科

専攻に在籍する学生が在学しなくなるまでの間存続するものとする。この間の両研究科専攻の教育

責任は，公共政策研究科公共政策学専攻が負うこととする。 

25 第６条第２項に関わらず，公共政策研究科については従来の２研究科及び２研究科内プログラム

が統合し設置されるため，例外的に複数の専攻副主任を置くものとする。この措置は，２０１２年

４月1日から適用する。 

26 ２０１３年４月1日から第４条第１項，同第２項，第１０条，第１３条，第２６条第３項，第３８

条の２，第４１条第３項，第４４条第６項及び別表Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ，Ⅴを改正施行し，２０１３年

４月入学者より適用する。 



 

27 ２０１３年４月1日から第４条第２項を改正施行し，２０１３年４月入学者より適用する。 

28 ２０１３年４月1日から第１９条，第２０条，第２２条，第３６条，第３８条，第３８条の２，第

４１条，第４２条，第４４条，第４９条及び別表Ⅰ～Ⅲを改正する。また，第５２条を新設し，以

降の条を繰り下げ，施行する。 

29 ２０１３年３月３１日をもって社会科学研究科政治学専攻，社会学専攻，経営学専攻及びシステ

ムデザイン研究科を廃止する。 

30 経営学研究科キャリアデザイン学専攻及び工学研究科全専攻については，２０１３年度以降の学

生募集を停止する。但し，両研究科の当該専攻は，本学則の施行に関わらず在籍学生が不在となる

までの間，存続するものとする。この間の教育責任は，それぞれキャリアデザイン学研究科，理工

学研究科が負うものとする。 

31 ２０１３年４月１日から別表Ⅳを改正施行し，２０１３年度新入生から適用する。 

32 ２０１４年４月１日から第１０条，第１３条，第２２条，第２３条の２，第２６条，第３５条，

第３８条の２，第４１条，第４２条，第４４条及び別表Ⅰ，Ⅱを改正施行する。なお，第２３条の

２及び第２６条については，２０１４年４月入学者より適用する。 

33 ２０１５年４月１日から第１１条第３項及び第２２条第４項を一部改正する。なお，同条項の国

際文化研究科国際文化専攻に係る改正については，２０１５年４月入学者より適用する。 

34 ２０１５年４月１日から第４条，第６条，第７条，第１４条，第１８条，第２０条，第２２条，

第２９条～第３１条，第３６条～第４４条，第４６条，第４９条～第５６条及び別表Ⅰ，別表Ⅱを

一部改正し，施行する。 

35 ２０１６年４月１日から第２条，第４条，第８条，第１０条，第１３条，第２２条，第２６条，

第３０条，第３３条，第３４条，第３５条，第３８条，第３８条の２，第４１条，第４２条，第４

４条，第６３条，別表Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ及びⅤを改正施行する。なお，公共政策研究科に係る第２

条，第４条及び第４４条の改正，並びに社会学研究科，経営学研究科，情報科学研究科及び理工学

研究科に係る第２６条の改正，並びに経済学研究科に係る第２２条の改正，並びに情報科学研究科

及び理工学研究科に係る別表Ⅱの改正については，２０１６年度入学者より適用する。 

36 ２０１６年９月１０日から第３３条，別表Ⅰ及びⅢを改正施行し，２０１６年秋学期入学者より

適用する。  

37 ２０１７年４月１日から第２条，第２２条，第２６条，第３４条，第３８条の２，第４６条，別

表Ⅰ，Ⅱ及びⅢを改正施行する。なお，経済学研究科に係る第２条及び第２２条の改正，法学研究

科に係る第２２条及び第２６条の改正，人文科学研究科，国際文化研究科及び公共政策研究科公共

政策学専攻に係る第２６条の改正，並びに別表Ⅲの改正については，２０１７年度入学者より適用

する。 

38 ２０１８年４月１日から，第１条第２項，同第３項，第２条第５項から第７項，第４条第１項，

同第２項，第５条第１項，同第２項，第６条第２項から第４項，第７条第１項，第９条，第１０

条，第１１条第３項，第２０条第４項，第２２条第２項，第２６条第３項，第３１条第２項，第３

８条第１項，第３８条の２，第４０条第３号，第４２条第２項，第４３条第１項，第４４条第２項

から第４項，同第６項から第８項，同第１０項から第１２項，第４６条，第６１条，第６２条，並

びに付則19，同22から25，同28から30，同32，同34，同36並びに別表Ⅰ，別表Ⅳ及び別表Ⅴを一部

改正し，第４条第３項，同第４項，第７条の２，第１０条の２，第３８条の３，第４３条第３項か

ら第５項を新設し，施行する 。なお，社会学研究科及びキャリアデザイン学研究科に係る第２条第

７項の改正，政策創造研究科に係る第１１条第３項の改正及び別表Ⅳの改正については，２０１８

年４月入学者より適用する。 

39 ２０１９年４月１日から第２条第７項，同第８項，第６条第４項，第１１条第１項，第１３条，

第１９条，第２０条，第２２条第１項，同第４項，第２６条，第３０条，第７章表題，第３３条，

第３８条，第３８条の２，第３８条の３，第４０条第３項，第４１条第３項，第４４条第７項及び

同第８項，第４６条，第５３条及び第６０条並びに別表Ⅰ，別表Ⅱ，別表Ⅲ，別表Ⅳ及び別表Ⅴを

一部改正し，第２０条の２，第２０条の３，第３７条の２，第３８条の４，第３８条の５及び第５

０条の２を新設し，施行する。なお，人文科学研究科に係る第２条第７項及び同第８項，政治学研

究科博士後期課程に係る第１３条及び第２６条，公共政策研究科サステイナビリティ学専攻博士後

期課程にかかる第２６条並びに別表Ⅲ及び別表Ⅳの改正については、２０１９年４月入学者より適

用する。 



 

40 ２０２０年４月１日から政治学研究科国際政治学専攻にかかる第４条第１項及びスポーツ健康学

研究科にかかる別表Ⅲを一部改正施行し，２０２０年４月入学者より適用する。 

41 ２０２１年４月１日から第２条第８項及び第４条第１項並びに別表Ⅱ，別表Ⅲ及び別表Ⅴを一部

改正施行し，第２６条第１項第１６号を新設し，２０２１年４月入学者より適用する（スポーツ健

康学研究科スポーツ健康学専攻博士後期課程の設置による改正）。 

 

  



 

［別表Ⅰ］修士課程授業科目一覧表 

 

（略） 

 

 



[別表Ⅱ]　博士後期課程授業科目一覧表

（略）

スポーツ健康学研究科　スポーツ健康学専攻
授　業　科　目 単位数 備考

スポーツ健康学高度開発特論A（ヘルス領域） 2

スポーツ健康学高度開発特論B（マネジメント領域） 2

スポーツ健康学高度開発特論C（コーチング領域） 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅰ 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅱ 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅲ 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅳ 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅴ 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅵ 2

スポーツ健康学高度開発演習（実践研究/理論研究） 2



［別表Ⅲ］ 

学 費 一 覧 （単位：円） 

１ 検定料    ３５，０００（書類審査のみ ２０，０００） 

 

２ 入学金・授業料・教育充実費・実験実習費 

研究科 課程 
学費の種類 

入学金 授業料 教育充実費 実験実習費 

人文科学・国際文化・経済

学・法学・政治学・社会学・

経営学・人間社会・公共政

策・キャリアデザイン学研究

科 

修士課程 
自校 － 

570,000 80,000 
心理学専攻 50,000 

他校 200,000 臨床心理学専攻 50,000 

博士後期課程 
自校 － 

400,000 60,000 － 

他校 200,000 

情報科学・デザイン工学・ 

理工学研究科 

修士課程 
自校 － 

770,000 100,000 
100,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 
160,000 

博士後期課程 

自校 － 

600,000 100,000 

100,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 
160,000 

政策創造研究科 

修士課程 
自校 135,000 

750,000 135,000 － 
他校 270,000 

博士後期課程 
自校 － 

750,000 135,000 － 
他校 270,000 

スポーツ健康学研究科 

修士課程 
自校 － 

644,800 100,000 100,000 
他校 200,000 

博士後期課程 
自校 － 

470,000 100,000 100,000 
他校 200,000 

コース・プログラム 

総合理工学インスティテュー

ト（IIST） 

修士課程 

自校 － 

880,000 100,000 

80,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 140,000 

博士後期課程 
自校 － 

600,000 100,000 
80,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 140,000 

備考 

① 自校とは，本学の学部卒業者又は大学院修了者を指し，他校とはその他の者を指す。 

② 転学は，所定の検定料を適用する。転学は入学とよみかえ，入学金は転学時の年度のものとする。ただ

し，授業料，教育充実費，実験実習費については転学した年次に適用されている額とする。 

③ 転研究科・専攻の場合には，手続きに伴う諸経費を免除する。ただし，転研究科・専攻に伴う授業料，教

育充実費，実験実習費については，転研究科・専攻した年次に適用されている額とする。 

④ 経済学研究科修士 1年生コースの授業料は 860,000 円とする。 

 

※休学在籍料 １００,０００ ただし半期休学については半分（２分の１）とする。 



 

３ 科目等履修生 

（１）登録料                         １０，０００ 

（２）履修料 

１科目（４単位）につき， 

人文科学・国際文化・経済学・法学・政治学・社会学・経営学・ 

人間社会・公共政策・キャリアデザイン学研究科     ６０，０００ 

情報科学・デザイン工学・理工学研究科         ９４，０００ 

政策創造研究科                   １００，０００ 

スポーツ健康学研究科                 ６８，０００ 

ただし，２単位科目は半額とする。 

科目等履修生（履修証明プログラム生）については別に定める。 

 

４ 研修生・委託研修生及び特別研修生 

（１）選考料（ただし，委託研修生及び特別研修生は，除く）   ３５，０００ 

（２）選考料（書類選考のみ）                 ２０，０００ 

（３）登録料（ただし，特別研修生は除く） ３０，０００ 

（４）指導料（月額） 

人文科学・国際文化・経済学・法学・政治学・社会学・経営学・ 

人間社会・公共政策・キャリアデザイン学研究科     ２２，０００ 

情報科学・デザイン工学・理工学研究科         ３４，２００ 

スポーツ健康学研究科                 ２４，９００ 

 

５ 研究生指導料（年額） 

（１）人文科学・国際文化・経済学・法学・政治学・社会学・経営学・ 

人間社会・公共政策・キャリアデザイン学研究科     １３２，５００ 

（２）情報科学・デザイン工学・理工学研究科          ２０５，０００ 

（３）政策創造研究科                     ２２２，５００ 

（４）スポーツ健康学研究科                  １５０，０００ 

 

６ 研究員指導料（月額） 

（１）人文科学・国際文化・経済学・法学・政治学・社会学・経営学・ 

人間社会・公共政策・キャリアデザイン学研究科       ２２，０００ 

（２）情報科学・デザイン工学・理工学研究科           ３４，２００ 

（３）政策創造研究科                      ３６，９００ 

（４）スポーツ健康学研究科                                   ２４，９００ 



[別表Ⅳ] 

 

各専攻の免許教科 

 

（略） 

 

 

 

 

 

[別表Ⅴ] 

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

 

（略） 

 

スポーツ

健康学 

研究科 

スポーツ健康学研究科・修士課程では、現代に求められるスポーツ・健康に関する知識・

技能を、実社会において有効に発揮できる高度専門的職業人の養成を目的とする。

  

本課程では、スポーツ健康学の専門性を「ヘルス・プロモーション」「スポーツ・コーチ

ング」「スポーツ・マネジメント」の３つの領域から捉え、具体的には以下のような人材の

養成を目標とする。 

・人々の生涯を通じた積極的な健康づくりを支援できる人材 

・競技スポーツや教育現場において高度な指導能力を発揮できる人材 

・スポーツに関わる組織や人の特性を知り、時代の要請に応じたより善いスポーツ社会の

実現を可能とする人材 

博士後期課程では、上記に加え、さらにスポーツ健康学に関わる俯瞰的な視野と柔軟な思

考力をもってグローバル化に対応でき、最先端の理論と研究方法を駆使して高度で実践的

な課題を解決できる研究力とマネジメント力を有し、豊かな人間性によるリーダーシップ

を発揮しつつ様々な領域の人材と協働できるスポーツ健康学高度開発者の養成を目的とす

る。 

 

 

（略） 

 



法政大学大学院学則の変更事項を記載した書類 

 

 

１．変更の事由 

 

（１）大学院に，スポーツ健康学研究科スポーツ健康学専攻博士後期課程を設置する（課程の変更）。 

 

（２）上記の設置に伴い，研究科全体の収容定員を増員する。 

 

 

２．変更点 

 

  スポーツ健康学研究科スポーツ健康学専攻博士後期課程に関する以下の内容を新たに定める。 

 

（１）長期履修制度【第２条】 

 

（２）学生定員【第４条】 

 

（３）修了要件【第２６条】 

 

（４）授業科目【別表Ⅱ】 

 

（５）学費【別表Ⅲ】 

 

（６）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的【別表Ⅴ】 

 

 

３．改正施行年月日 

 

  ２０２１年４月１日 

 

 

以 上 

 



 

 

法政大学大学院学則 新旧対照表（案） （スポーツ健康学研究科スポーツ健康学専攻後期課程設置関係） 

 

新（2021 年 4 月 1日施行） 旧（2019 年 4 月 1日施行） 

規定第２号 

一部改正 昭和30年 4月 1日 昭和31年 4月 1日 昭和33年 4月 1日 

昭和39年 4月 1日 昭和40年 4月 1日 昭和41年 4月 1日 

昭和42年 4月 1日 昭和43年 4月 1日 昭和46年 4月 1日 

昭和47年 4月 1日 昭和48年 4月 1日 昭和49年 4月 1日 

昭和50年 4月 1日 昭和51年 4月 1日 昭和52年 4月 1日 

昭和54年 4月 1日 昭和55年 4月 1日 昭和56年 4月 1日 

昭和57年 4月 1日 昭和58年 4月 1日 昭和59年 4月 1日 

昭和60年 4月 1日 昭和61年 4月 1日 昭和62年 4月 1日 

昭和63年 4月 1日 平成元年 4月 1日 平成 2年 4月 1日 

平成 3年 4月 1日 平成 4年 4月 1日 平成 5年 4月 1日 

1994年 4月 1日  1995年 4月 1日 

全部改正  1996年 4月 1日 

一部改正  1997年 4月 1日  1998年 4月 1日  1999年 4月 1日 

2000年 4月 1日  2001年 4月 1日  2002年 4月 1日 

2003年 4月 1日  2004年 4月 1日 

全部改正  2005年 4月 1日 

一部改正  2006年 4月 1日  2007年 4月 1日  2008年 4月 1日 

2009年 4月 1日  2010年 4月 1日  2011年 4月 1日 

2012年 4月 1日  2013年 4月 1日  2014年 4月 1日 

2015年 4月 1日    2016年 4月 1日  2016年 9月10日 

2017年 4月 1日  2018年 4月 1日  2019年 4月 1日 

2021年 4月 1日 

  

（略） 

（課程及び修業年限） 

第２条 本大学院に修士課程，博士課程及び専門職学位課程を置く。 

２ 専門職学位課程を専門職大学院とし，専門職大学院に関する学則は別に定める。 

３ 修士課程の標準修業年限は２年とする。ただし，教育研究上必要とする場合は，標準修業

規定第２号 

一部改正 昭和30年 4月 1日 昭和31年 4月 1日 昭和33年 4月 1日 

昭和39年 4月 1日 昭和40年 4月 1日 昭和41年 4月 1日 

昭和42年 4月 1日 昭和43年 4月 1日 昭和46年 4月 1日 

昭和47年 4月 1日 昭和48年 4月 1日 昭和49年 4月 1日 

昭和50年 4月 1日 昭和51年 4月 1日 昭和52年 4月 1日 

昭和54年 4月 1日 昭和55年 4月 1日 昭和56年 4月 1日 

昭和57年 4月 1日 昭和58年 4月 1日 昭和59年 4月 1日 

昭和60年 4月 1日 昭和61年 4月 1日 昭和62年 4月 1日 

昭和63年 4月 1日 平成元年 4月 1日 平成 2年 4月 1日 

平成 3年 4月 1日 平成 4年 4月 1日 平成 5年 4月 1日 

1994年 4月 1日  1995年 4月 1日 

全部改正  1996年 4月 1日 

一部改正  1997年 4月 1日  1998年 4月 1日  1999年 4月 1日 

2000年 4月 1日  2001年 4月 1日  2002年 4月 1日 

2003年 4月 1日  2004年 4月 1日 

全部改正  2005年 4月 1日 

一部改正  2006年 4月 1日  2007年 4月 1日  2008年 4月 1日 

2009年 4月 1日  2010年 4月 1日  2011年 4月 1日 

2012年 4月 1日  2013年 4月 1日  2014年 4月 1日 

2015年 4月 1日    2016年 4月 1日  2016年 9月10日 

2017年 4月 1日  2018年 4月 1日  2019年 4月 1日 

 

 

（略） 

（課程及び修業年限） 

第２条 本大学院に修士課程，博士課程及び専門職学位課程を置く。 

２ 専門職学位課程を専門職大学院とし，専門職大学院に関する学則は別に定める。 

３ 修士課程の標準修業年限は２年とする。ただし，教育研究上必要とする場合は，標準修業



年限を１年とすることができる。 

４ 博士課程の標準修業年限は，５年とする。博士課程は，これを前期２年，後期３年の課程

に区分する。前期課程は，これを修士課程として取り扱う。また，後期課程は博士後期課程

として取り扱う。 

５ デザイン工学研究科建築学専攻修士課程に，標準修業年限が１年のコースを置き，本学工

学部建築学科及びデザイン工学部建築学科を優秀な成績で卒業した者，並びに大学の建築系

学部又は学科を卒業した者で充分な設計の実務経験若しくは研究業績を有する者に対して，

授業又は研究指導等の適切な方法により教育を行う。 

６ 第３項の規定にかかわらず，デザイン工学研究科建築学専攻及び都市環境デザイン工学専

攻修士課程に，標準修業年限が３年のコースを置き，建築学専攻では非建築系学部又は学科

の卒業生に対して，都市環境デザイン工学専攻では非建設系学部又は学科の卒業生に対し

て，授業又は研究指導等の適切な方法により教育を行う。 

７ 第３項の規定にかかわらず，人文科学研究科，国際文化研究科，社会学研究科，政策創造

研究科，公共政策研究科，キャリアデザイン学研究科における各専攻の修士課程，及び人間

社会研究科福祉社会専攻修士課程においては，学生が職業を有している等の事情により，標

準の修業年限を超えて計画的に課程を履修し修了する制度（以下，長期履修制度という。）

の適用を希望する旨を申し出たときは，その計画的な履修を認め，３年及び４年の長期履修

制度を実施する。 

８ 第４項の規定にかかわらず，人文科学研究科，公共政策研究科及びスポーツ健康学研究科

における各専攻の博士後期課程においては，学生が職業を有している等の事情により，長期

履修制度の適用を希望する旨を申し出たときは，その計画的な履修を認め，４年，５年及び

６年の長期履修制度を実施する。 

９ 経済学研究科経済学専攻修士課程に，標準修業年限が１年のコースを置き，次の各号の者

に対して，授業又は研究指導等の適切な方法により教育を行う。 

（１）本学経済学部在学中に指定の科目を履修し，かつ当該学部を優秀な成績で卒業した者 

（２）本学の経済学部又は学科を卒業した者で経済学研究に関する実務経験が充分にあると認

められる者 

（３）学術論文，著書によって充分な研究業績があると認められる者 

（研究科等及び学生定員） 

第４条 本大学院に以下の研究科，専攻及び課程を置き，その学生定員は次のとおりとする。 

 

研究科 専攻 
修士課程 博士後期課程 収容定員 

合計 入学 収容 入学 収容 

年限を１年とすることができる。 

４ 博士課程の標準修業年限は，５年とする。博士課程は，これを前期２年，後期３年の課程

に区分する。前期課程は，これを修士課程として取り扱う。また，後期課程は博士後期課程

として取り扱う。 

５ デザイン工学研究科建築学専攻修士課程に，標準修業年限が１年のコースを置き，本学工

学部建築学科及びデザイン工学部建築学科を優秀な成績で卒業した者，並びに大学の建築系

学部又は学科を卒業した者で充分な設計の実務経験若しくは研究業績を有する者に対して，

授業又は研究指導等の適切な方法により教育を行う。 

６ 第３項の規定にかかわらず，デザイン工学研究科建築学専攻及び都市環境デザイン工学専

攻修士課程に，標準修業年限が３年のコースを置き，建築学専攻では非建築系学部又は学科

の卒業生に対して，都市環境デザイン工学専攻では非建設系学部又は学科の卒業生に対し

て，授業又は研究指導等の適切な方法により教育を行う。 

７ 第３項の規定にかかわらず，人文科学研究科，国際文化研究科，社会学研究科，政策創造

研究科，公共政策研究科，キャリアデザイン学研究科における各専攻の修士課程，及び人間

社会研究科福祉社会専攻修士課程においては，学生が職業を有している等の事情により，標

準の修業年限を超えて計画的に課程を履修し修了する制度（以下，長期履修制度という。）

の適用を希望する旨を申し出たときは，その計画的な履修を認め，３年及び４年の長期履修

制度を実施する。 

８ 第４項の規定にかかわらず，人文科学研究科及び公共政策研究科における各専攻の博士後

期課程においては，学生が職業を有している等の事情により，長期履修制度の適用を希望す

る旨を申し出たときは，その計画的な履修を認め，４年，５年及び６年の長期履修制度を実

施する。 

９ 経済学研究科経済学専攻修士課程に，標準修業年限が１年のコースを置き，次の各号の者

に対して，授業又は研究指導等の適切な方法により教育を行う。 

（１）本学経済学部在学中に指定の科目を履修し，かつ当該学部を優秀な成績で卒業した者 

（２）本学の経済学部又は学科を卒業した者で経済学研究に関する実務経験が充分にあると認

められる者 

（３）学術論文，著書によって充分な研究業績があると認められる者 

（研究科等及び学生定員） 

第４条 本大学院に以下の研究科，専攻及び課程を置き，その学生定員は次のとおりとする。 

 

研究科 専攻 
修士課程 博士後期課程 収容定員 

合計 入学 収容 入学 収容 



定員 定員 定員 定員 

人 文 科 学 

哲    学 15 30 2 6 36 

日 本 文 学 20 40 2 6 46 

英  文  学 20 40 2 6 46 

史     学 15 30 2 6 36 

地  理  学 15 30 2 6 36 

心  理  学 10 20 3 9 29 

計 95 190 13 39 229 

国 際 文 化 国 際 文 化 15 30 3 9 39 

経  済  学 経  済  学 50 100 10 30 130 

法     学 法  律  学 20 40 5 15 55 

政  治  学 

政  治  学 10 20 5 15 35 

国 際 政 治 学 25 50     50 

計 35 70 5 15 85 

社  会  学 社  会  学 20 40 5 15 55 

経  営  学 経  営  学 60 120 10 30 150 

人 間 社 会 

福 祉 社 会 15 30     30 

臨 床 心 理 学 15 30     30 

人 間 福 祉     5 15 15 

計 30 60 5 15 75 

情 報 科 学 情 報 科 学 30 60 5 15 75 

政 策 創 造 政 策 創 造 50 100 10 30 130 

デザイン工学 建  築  学 55 111 2 6 117 

定員 定員 定員 定員 

人 文 科 学 

哲    学 15 30 2 6 36 

日 本 文 学 20 40 2 6 46 

英  文  学 20 40 2 6 46 

史     学 15 30 2 6 36 

地  理  学 15 30 2 6 36 

心  理  学 10 20 3 9 29 

計 95 190 13 39 229 

国 際 文 化 国 際 文 化 15 30 3 9 39 

経  済  学 経  済  学 50 100 10 30 130 

法     学 法  律  学 20 40 5 15 55 

政  治  学 

政  治  学 10 20 5 15 35 

国 際 政 治 学 25 50     50 

計 35 70 5 15 85 

社  会  学 社  会  学 20 40 5 15 55 

経  営  学 経  営  学 60 120 10 30 150 

人 間 社 会 

福 祉 社 会 15 30     30 

臨 床 心 理 学 15 30     30 

人 間 福 祉     5 15 15 

計 30 60 5 15 75 

情 報 科 学 情 報 科 学 30 60 5 15 75 

政 策 創 造 政 策 創 造 50 100 10 30 130 

デザイン工学 建  築  学 55 111 2 6 117 



都市環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ

工学 
25 52 2 6 58 

ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ 30 60 3 9 69 

計 110 223 7 21 244 

公 共 政 策 

公 共 政 策 学 25 50 10 30 80 

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ学 15 30 5 15 45 

計 40 80 15 45 125 

ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ学 ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ学 20 40     40 

理  工  学 

機 械 工 学 50 100 2 6 106 

電気電子工学 50 100 5 15 115 

応用情報工学 50 100 4 12 112 

システム理工学 75 150 4 12 162 

応 用 化 学 30 60 3 9 69 

生 命 機 能 学 40 80 4 12 92 

計 295 590 22 66 656 

スポーツ健康学 スポーツ健康学 10 20 4 12 32 

合    計 880 1,763 119 357 2,120 

  

（修了要件） 

第２６条 博士の学位を得ようとする者は，３年以上在学し第１３条の定めるところにより授

業科目を履修の上，以下の各号に定める単位を修得し，かつ必要な研究指導を受けた上，博

士論文の審査及び最終試験に合格しなければならない。ただし，在学期間に関しては，優れ

た研究業績を上げた者については，別に定めるところにより１年以上在学すれば足りるもの

とする。 

（１）人文科学研究科においては２０単位以上 

（２）国際文化研究科においては１５単位以上 

都市環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ

工学 
25 52 2 6 58 

ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ 30 60 3 9 69 

計 110 223 7 21 244 

公 共 政 策 

公 共 政 策 学 25 50 10 30 80 

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ学 15 30 5 15 45 

計 40 80 15 45 125 

ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ学 ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ学 20 40     40 

理  工  学 

機 械 工 学 50 100 2 6 106 

電気電子工学 50 100 5 15 115 

応用情報工学 50 100 4 12 112 

システム理工学 75 150 4 12 162 

応 用 化 学 30 60 3 9 69 

生 命 機 能 学 40 80 4 12 92 

計 295 590 22 66 656 

スポーツ健康学 スポーツ健康学 10 20     20 

合    計 880 1,763 115 345 2,108 

  

（修了要件） 

第２６条 博士の学位を得ようとする者は，３年以上在学し第１３条の定めるところにより授

業科目を履修の上，以下の各号に定める単位を修得し，かつ必要な研究指導を受けた上，博

士論文の審査及び最終試験に合格しなければならない。ただし，在学期間に関しては，優れ

た研究業績を上げた者については，別に定めるところにより１年以上在学すれば足りるもの

とする。 

（１）人文科学研究科においては２０単位以上 

（２）国際文化研究科においては１５単位以上 



（３）経済学研究科においては１６単位以上 

（４）法学研究科においては２０単位以上 

（５）政治学研究科においては１６単位以上 

（６）社会学研究科においては２０単位以上 

（７）経営学研究科においては１５単位以上 

（８）人間社会研究科においては２０単位以上 

（９）情報科学研究科においては１９単位以上 

（１０）政策創造研究科においては２０単位以上 

（１１）デザイン工学研究科建築学専攻及び都市環境デザイン工学専攻においては１６単位以

上 

（１２）デザイン工学研究科システムデザイン専攻においては１５単位以上 

（１３）公共政策研究科公共政策学専攻においては１８単位以上 

（１４）公共政策研究科サステイナビリティ学専攻においては１８単位以上 

（１５）理工学研究科においては１７単位以上 

（１６）スポーツ健康学研究科においては１６単位以上 

２ 前項のただし書にかかわらず，修士課程を１年で修了した者の在学期間に関しては，博士

後期課程に２年以上在学しなければならない。 

 

（略） 

 

付 則 

 

40 ２０２１年４月１日から第２条第８項及び第４条第１項並びに別表Ⅱ，別表Ⅲ及び別表Ⅴ

を一部改正施行し，第２６条第１項第１６号を新設し，２０２１年４月入学者より適用する

（スポーツ健康学研究科スポーツ健康学専攻博士後期課程の設置による改正）。 

 

（３）経済学研究科においては１６単位以上 

（４）法学研究科においては２０単位以上 

（５）政治学研究科においては１６単位以上 

（６）社会学研究科においては２０単位以上 

（７）経営学研究科においては１５単位以上 

（８）人間社会研究科においては２０単位以上 

（９）情報科学研究科においては１９単位以上 

（１０）政策創造研究科においては２０単位以上 

（１１）デザイン工学研究科建築学専攻及び都市環境デザイン工学専攻においては１６単位以

上 

（１２）デザイン工学研究科システムデザイン専攻においては１５単位以上 

（１３）公共政策研究科公共政策学専攻においては１８単位以上 

（１４）公共政策研究科サステイナビリティ学専攻においては１８単位以上 

（１５）理工学研究科においては１７単位以上 

 

２ 前項のただし書にかかわらず，修士課程を１年で修了した者の在学期間に関しては，博士

後期課程に２年以上在学しなければならない。 

 

（略） 

 

付 則 

 

 

 

※改正条項のみ記載。 



[別表Ⅱ]　博士後期課程授業科目一覧表 [別表Ⅱ]　博士後期課程授業科目一覧表

理工学研究科　生命機能学専攻 理工学研究科　生命機能学専攻

スポーツ健康学研究科　スポーツ健康学専攻

授　業　科　目 単位数 備考

スポーツ健康学高度開発特論A（ヘルス領域） 2

スポーツ健康学高度開発特論B（マネジメント領域） 2

スポーツ健康学高度開発特論C（コーチング領域） 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅰ 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅱ 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅲ 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅳ 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅴ 2

スポーツ健康学高度開発研究Ⅵ 2

スポーツ健康学高度開発演習（実践研究/理論研究） 2

新 旧

（略） （略）



 

新 旧 

［別表Ⅲ］ 

学 費 一 覧 （単位：円） 

１ 検定料    ３５，０００（書類審査のみ ２０，０００） 

 

２ 入学金・授業料・教育充実費・実験実習費 

研究科 課程 
学費の種類 

入学金 授業料 教育充実費 実験実習費 

人文科学・国際文化・経済

学・法学・政治学・社会学・

経営学・人間社会・公共政

策・キャリアデザイン学研究

科 

修士課程 
自校 － 

570,000 80,000 
心理学専攻 50,000 

他校 200,000 臨床心理学専攻 50,000 

博士後期課程 
自校 － 

400,000 60,000 － 

他校 200,000 

情報科学・デザイン工学・ 

理工学研究科 

修士課程 
自校 － 

770,000 100,000 
100,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 
160,000 

博士後期課程 

自校 － 

600,000 100,000 

100,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 
160,000 

政策創造研究科 

修士課程 
自校 135,000 

750,000 135,000 － 
他校 270,000 

博士後期課程 
自校 － 

750,000 135,000 － 
他校 270,000 

スポーツ健康学研究科 

修士課程 
自校 － 

600,000 100,000 100,000 
他校 200,000 

博士後期課程 
自校 － 

470,000 100,000 100,000 
他校 200,000 

コース・プログラム 

総合理工学インスティテュー

ト（IIST） 

修士課程 

自校 － 

880,000 100,000 

80,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 140,000 

博士後期課程 
自校 － 

600,000 100,000 
80,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 140,000 

備考 

① 自校とは，本学の学部卒業者又は大学院修了者を指し，他校とはその他の者を指す。 

② 転学は，所定の検定料を適用する。転学は入学とよみかえ，入学金は転学時の年度のものとする。ただ

し，授業料，教育充実費，実験実習費については転学した年次に適用されている額とする。 

③ 転研究科・専攻の場合には，手続きに伴う諸経費を免除する。ただし，転研究科・専攻に伴う授業料，教

育充実費，実験実習費については，転研究科・専攻した年次に適用されている額とする。 

④ 経済学研究科修士 1年生コースの授業料は 860,000 円とする。 
 

［別表Ⅲ］ 

学 費 一 覧 （単位：円） 

１ 検定料    ３５，０００（書類審査のみ ２０，０００） 

 

２ 入学金・授業料・教育充実費・実験実習費 

研究科 課程 
学費の種類 

入学金 授業料 教育充実費 実験実習費 

人文科学・国際文化・経済

学・法学・政治学・社会学・

経営学・人間社会・公共政

策・キャリアデザイン学研究

科 

修士課程 
自校 － 

570,000 80,000 
心理学専攻 50,000 

他校 200,000 臨床心理学専攻 50,000 

博士後期課程 
自校 － 

400,000 60,000 － 

他校 200,000 

情報科学・デザイン工学・ 

理工学研究科 

修士課程 
自校 － 

770,000 100,000 
100,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 
160,000 

博士後期課程 

自校 － 

600,000 100,000 

100,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 
160,000 

政策創造研究科 

修士課程 
自校 135,000 

750,000 135,000 － 
他校 270,000 

博士後期課程 
自校 － 

750,000 135,000 － 
他校 270,000 

スポーツ健康学研究科 修士課程 
自校 － 

600,000 100,000 100,000 
他校 200,000 

コース・プログラム 

総合理工学インスティテュー

ト（IIST） 

修士課程 

自校 － 

880,000 100,000 

80,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 140,000 

博士後期課程 
自校 － 

600,000 100,000 
80,000 

他校 200,000 
生命機能学専攻植物

医科学領域のみ 140,000 

 

 

備考 

① 自校とは，本学の学部卒業者又は大学院修了者を指し，他校とはその他の者を指す。 

② 転学は，所定の検定料を適用する。転学は入学とよみかえ，入学金は転学時の年度のものとする。ただ

し，授業料，教育充実費，実験実習費については転学した年次に適用されている額とする。 

③ 転研究科・専攻の場合には，手続きに伴う諸経費を免除する。ただし，転研究科・専攻に伴う授業料，教

育充実費，実験実習費については，転研究科・専攻した年次に適用されている額とする。 

④ 経済学研究科修士 1年生コースの授業料は 860,000 円とする。 
 

※改正箇所のみ抜粋。 

 



 

新 旧 

 

別表Ⅴ 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

 

研究科 目的 

 

スポーツ健

康学研究科 

 

スポーツ健康学研究科・修士課程では、現代に求められるスポー

ツ・健康に関する知識・技能を、実社会において有効に発揮できる

高度専門的職業人の養成を目的とする。 

 本課程では、スポーツ健康学の専門性を「ヘルス・プロモーショ

ン」「スポーツ・コーチング」「スポーツ・マネジメント」の３つの

領域から捉え、具体的には以下のような人材の養成を目標とする。 

・人々の生涯を通じた積極的な健康づくりを支援できる人材 

・競技スポーツや教育現場において高度な指導能力を発揮できる

人材 

・スポーツに関わる組織や人の特性を知り、時代の要請に応じた

より善いスポーツ社会の実現を可能とする人材 

博士後期課程では、上記に加え、さらにスポーツ健康学に関わる俯

瞰的な視野と柔軟な思考力をもってグローバル化に対応でき、最先端

の理論と研究方法を駆使して高度で実践的な課題を解決できる研究

力とマネジメント力を有し、豊かな人間性によるリーダーシップを発

揮しつつ様々な領域の人材と協働できるスポーツ健康学高度開発者

の養成を目的とする。 

 

 

 

 

別表Ⅴ 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

 

研究科 目的 

 

スポーツ健

康学研究科 

 

スポーツ健康学研究科・修士課程では、現代に求められるスポー

ツ・健康に関する知識・技能を、実社会において有効に発揮できる

高度専門的職業人の養成を目的とする。 

 本課程では、スポーツ健康学の専門性を「ヘルス・プロモーショ

ン」「スポーツ・コーチング」「スポーツ・マネジメント」の３つの

領域から捉え、具体的には以下のような人材の養成を目標とする。 

・人々の生涯を通じた積極的な健康づくりを支援できる人材 

・競技スポーツや教育現場において高度な指導能力を発揮できる

人材 

・スポーツに関わる組織や人の特性を知り、時代の要請に応じた

より善いスポーツ社会の実現を可能とする人材 

 

 

※改正箇所のみ記載。 



スポーツ健康学研究科教授会規程（案） 

 

規定第１２０５号 

一部改正 2019 年 4 月 1 日 2021 年 4 月 1 日 

  

（構成） 

第１条 教授会はスポーツ健康学研究科の専任教員（以下「専任教員」という。）によって構成す

る。 

（研究科長） 

第２条 教授会に研究科長１名を置く。 

２ 研究科長は専任教員の互選によって決定する。 

３ 研究科長の任期は２年とする。ただし，重任を妨げない。 

（専攻主任及び専攻副主任） 

第３条 教授会に専攻主任及び専攻副主任各１名を置く。 

２ 専攻主任は研究科長が兼務する。 

３ 専攻副主任は研究科長が指名する。 

４ 専攻副主任の任期は１年とする。ただし，重任は妨げない。 

（審議事項） 

第４条 教授会は，スポーツ健康学研究科に関する次の事項を審議する。 

（１）学生の入学及び修了に関する事項 

（２）学位の授与に関する事項 

（３）研究科教員の人事に関する事項 

（４）授業科目の構成及び担当者に関する事項 

（５）研究指導，試験及び単位修得等に関する事項 

（６）修士論文の審査に関する事項 

（７）博士論文審査委員会に関する事項 

（８）学籍に関する事項 

（９）学生の賞罰に関する事項 

（１０）専攻及び課程等の改正並びに運営に関する事項 

（１１）研究科長会議との連絡及び調整に関する事項 

（１２）その他，スポーツ健康学研究科に関する必要な事項 

（招集，成立及び議長） 

第５条 教授会は，研究科長が必要と認めたとき又は３分の１以上の専任教員の要求があったとき研

究科長がこれを招集し，３分の２以上の出席者をもって成立する。 

２ 教授会の議長は研究科長とする。 

（議事の決定） 

第６条 教授会の議事は出席の専任教員の過半数でこれを決定する。 

２ 特に重大な事項については，出席の専任教員の３分の２以上の多数でこれを決定する。 

（議事の記録） 

第７条 教授会の議事は，これを記録する。 

（構成員以外の出席） 



第８条 研究科長が必要と認めたときは，第１条に規定された以外の者を出席させることができる。

ただし，議決権は与えない。 

（規程の改廃） 

第９条 本規程の改廃は，第６条第２項の定めによる。 

付 則 

１ この規程は，２０１６年４月１日から施行する。 

２ 本規程は，２０１９年４月１日から一部改正し施行する。 

３ 本規程は，２０２１年４月１日から一部改正し施行する。 
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